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１．平成18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 9,269 33.7 950 52.6 897 43.1

17年６月中間期 6,930 △1.0 623 △35.7 627 △30.8

17年12月期 15,888 1,854 1,919

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 461 44.8 11,303 15

17年６月中間期 318 △18.7 23,421 48

17年12月期 896 65,922 56

（注）①期中平均株式数 18年６月中間期 40,800株 17年６月中間期 13,600株 17年12月期 13,600株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （百万円未満切捨）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 19,166 4,191 21.9 102,726 24

17年６月中間期 12,929 3,230 25.0 237,525 55

17年12月期 15,082 3,808 25.2 280,026 63

（注）①期末発行済株式数 18年６月中間期 40,800株 17年６月中間期 13,600株 17年12月期 13,600株

②期末自己株式数 18年６月中間期 －株 17年６月中間期 －株 17年12月期 －株

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 22,000 2,640 1,320

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）32,352円94銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

17年12月期 － 6,000 6,000

18年12月期（実績） 1,000 －  

18年12月期（予想） － 1,000 2,000

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の８ページを参照して下さい。
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７．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 3,048,394   3,264,421   3,445,920   

２．売掛金  41,381   28,461   26,798   

３．たな卸資産  227,943   227,540   209,536   

４．その他  ※４ 600,701   816,564   705,136   

貸倒引当金  △1,000   △1,040   △620   

流動資産合計   3,917,420 30.3  4,335,947 22.6  4,386,771 29.1

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 4,789,664   8,234,302   4,943,213   

(2）構築物  719,790   1,135,680   915,365   

(3）その他 ※２ 1,387,129   1,703,508   1,795,065   

計  6,896,585   11,073,491   7,653,644   

２．無形固定資産  44,137   64,298   53,420   

３．投資その他の資産           

(1）関係会社長期貸付金  －   1,032,736   877,524   

(2）保証金 ※２ 921,839   1,428,051   1,232,123   

(3）その他 ※２ 1,110,837   1,207,604   856,843   

計  2,032,677   3,668,392   2,966,491   

固定資産合計   8,973,400 69.4  14,806,182 77.3  10,673,556 70.8

Ⅲ　繰延資産   38,758 0.3  24,081 0.1  22,666 0.1

資産合計   12,929,579 100.0  19,166,211 100.0  15,082,994 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  713,868   1,030,403   758,644   

２．一年以内返済長期借入金 ※２ 1,118,944   1,529,544   1,164,494   

３．一年以内償還社債  －   652,000   580,000   

４．未払法人税等  305,087   432,806   742,296   

５．前受金  908,829   1,506,758   753,929   

６．その他 ※４ 939,584   1,021,784   921,134   

流動負債合計   3,986,313 30.8  6,173,296 32.2  4,920,499 32.6

Ⅱ　固定負債           

１．社債  1,950,000   1,798,000   1,510,000   

２．長期借入金 ※２ 3,015,319   6,127,025   4,003,497   

３．預り営業保証金  545,000   565,000   545,000   

４．退職給付引当金  19,682   25,476   23,353   

５．役員退職慰労引当金  125,400   141,400   133,500   

６．その他  57,517   144,783   138,783   

固定負債合計   5,712,918 44.2  8,801,684 45.9  6,354,133 42.2

負債合計   9,699,232 75.0  14,974,981 78.1  11,274,632 74.8

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   472,000 3.7  － －  472,000 3.1

Ⅱ　資本剰余金           

  １．資本準備金  634,720   －   634,720   

  　資本剰余金合計   634,720 4.9  － －  634,720 4.2

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  8,000   －   8,000   

２．任意積立金  15,000   －   15,000   

３．中間（当期）未処分利益  2,100,627   －   2,678,642   

利益剰余金合計   2,123,627 16.4  － －  2,701,642 17.9

資本合計   3,230,347 25.0  － －  3,808,362 25.2

負債資本合計   12,929,579 100.0  － －  15,082,994 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   － －  472,000 2.5  － －

２．資本剰余金           

(1)資本準備金  －   634,720   －   

資本剰余金合計   － －  634,720 3.3  － －

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  －   8,000   －   

(2）その他利益剰余金           

　　別途積立金  －   15,000   －   

　　繰越利益剰余金  －   3,058,210   －   

利益剰余金合計   － －  3,081,210 16.1  － －

 　 株主資本合計   － －  4,187,930 21.9  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．繰延ヘッジ損益   － －  3,299 0.0  － －

評価・換算差額等合計   － －  3,299 0.0  － －

  純資産合計   － －  4,191,230 21.9  － －

 　 負債純資産合計   － －  19,166,211 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   6,930,407 100.0  9,269,128 100.0  15,888,557 100.0

Ⅱ　売上原価   5,032,156 72.6  6,773,909 73.1  11,329,053 71.3

売上総利益   1,898,251 27.4  2,495,219 26.9  4,559,503 28.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,274,945 18.4  1,544,334 16.7  2,704,995 17.0

営業利益   623,306 9.0  950,885 10.2  1,854,508 11.7

Ⅳ　営業外収益 ※１  100,289 1.5  53,235 0.6  246,299 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  96,373 1.4  106,864 1.1  181,591 1.2

経常利益   627,222 9.1  897,256 9.7  1,919,217 12.1

Ⅵ　特別利益 ※３  － －  － －  11,670 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４  10,634 0.2  14,573 0.2  206,626 1.3

税引前中間（当期）純利益   616,588 8.9  882,683 9.5  1,724,260 10.9

法人税、住民税及び事業税 ※６ 298,056   421,514   1,022,583   

法人税等調整額  － 298,056 4.3 － 421,514 4.5 △194,869 827,713 5.2

中間（当期）純利益   318,532 4.6  461,168 5.0  896,546 5.7

前期繰越利益   1,782,095   －   1,782,095  

中間（当期）未処分利益   2,100,627   －   2,678,642  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高（千円） 472,000 634,720 634,720 8,000 15,000 2,678,642 2,701,642 3,808,362

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（千円）      △81,600 △81,600 △81,600

中間純利益（千円）      461,168 461,168 461,168

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額

（千円）

        

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － － 379,568 379,568 379,568

平成18年６月30日　残高

（千円）
472,000 634,720 634,720 8,000 15,000 3,058,210 3,081,210 4,187,930

評価・換算差額等

純資産合計
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等
合計

平成17年12月31日　残高（千円） － － 3,808,362

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（千円）   △81,600

中間純利益（千円）   461,168

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額）

（千円）

3,299 3,299 3,299

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
3,299 3,299 382,868

平成18年６月30日　残高（千円） 3,299 3,299 4,191,230
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

同左

その他有価証券

時価のないもの

同左

 (2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

商品…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

(3）たな卸資産

商品…同左

貯蔵品…同左

(3）たな卸資産

商品…同左

貯蔵品…同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）については定額法を採用して

おります。

　なお、定期借地権契約による借

地上の建物及び構築物については、

耐用年数を定期借地権の残存期間、

残存価額を零とした定額法によっ

ております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産…定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用…定額法 (3）長期前払費用…同左 (3）長期前払費用…同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認め

られる額を計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務見込額に基づき計上しておりま

す。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。また、金利スワップについ

て特例処理の条件を満たしている

場合には特例処理を採用しており

ます。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約、通貨オプション、

通貨スワップ、金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務、外貨建

予定取引、借入金

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

　当社の利用するデリバティブ取

引は、為替変動リスク及び金利変

動リスクをヘッジするために実需

に基づき行うこととしており、投

機を目的とした取引は行わないこ

ととしております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の間に高い相関関係が

あることを確認し、有効性の評価

方法としております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

───────  （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

───────
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

────── （中間貸借対照表）

　「関係会社長期貸付金」は、前中間会計期間末は、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間会計期間末において、資産の総額の100分の５を超

えたため区分掲記しました。

　なお、前中間会計期間末の「関係会社長期貸付金」の金

額は331,860千円であります。

　「一年以内償還社債」は、前中間会計期間末は、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会

計期間末において、金額的重要性が増したため区分掲記し

ました。

　なお、前中間会計期間末の「一年以内償還社債」の金額

は280,000千円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間会計期間末
（平成18年６月30日）

前事業年度末
（平成17年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,664,246千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

2,344,763千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,881,701千円

※２．担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。

（担保に供している資産） （担保に供している資産） （担保に供している資産）

現金及び預金 88,030千円

建物 3,415,328千円

有形固定資産  

その他（土地） 402,402千円

保証金 50,000千円

投資その他の資産  

その他

（長期性預金）
276,550千円

合計 4,232,311千円

現金及び預金 88,036千円

建物 3,168,160千円

有形固定資産  

その他（土地） 402,402千円

保証金 50,000千円

投資その他の資産  

その他

（長期性預金）
288,100千円

合計 3,996,699千円

現金及び預金     88,033千円

建物    3,281,630千円

有形固定資産  

その他（土地） 402,402千円

保証金 50,000千円

投資その他の資産  

その他

（長期性預金）
295,175千円

合計 4,117,241千円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務）

長期借入金 2,474,125千円

（一年以内返済長期借入金を含む）

債務保証 934,739千円

（関係会社の借入金債務）

長期借入金 1,911,145千円

（一年以内返済長期借入金を含む）

債務保証 815,899千円

（関係会社の借入金債務）

長期借入金 2,213,635千円

（一年以内返済長期借入金を含む）

債務保証 938,656千円

（関係会社の借入金債務）

３．偶発債務

債務保証

　次の関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

３．偶発債務

債務保証

　次の関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

３．偶発債務

債務保証

　次の関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

保証先
金額

（千円）
内容

Best Bridal 
Hawaii,Inc.

934,739 借入債務

㈱ベストプラン
ニング

85,580 借入債務

合計 1,020,319 －

保証先
金額

（千円）
内容

Best Bridal 
Hawaii,Inc.

815,899 借入債務

㈱ベストプラン
ニング

32,264 借入債務

合計 848,163 －

保証先
金額

（千円）
内容

Best Bridal 
Hawaii,Inc.

938,656 借入債務

㈱ベストプラン
ニング

63,365 借入債務

合計 1,002,021 －

Best Bridal Hawaii,Inc.の外貨建債務保証は、

8,450千米ドルであります。

Best Bridal Hawaii,Inc.の外貨建債務保証は、

7,080千米ドルであります。

Best Bridal Hawaii,Inc.の外貨建債務保証は

7,950千米ドルであります。

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。

※４．　　　　─────

　５．当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とシンジケー

ション方式によるコミットメントライン

契約を締結しております。契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメント

の総額
1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円

　５．　　　　───── 　５．当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とシンジケー

ション方式によるコミットメントライン

契約を締結しております。契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

貸出コミットメント

の総額
1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 6,151千円

協賛金収入 33,380千円

関係会社業務受託料 9,600千円

為替差益 39,032千円

受取利息     22,548千円

協賛金収入       12,677千円

関係会社業務受託料      10,560千円

受取利息 19,378千円

協賛金収入 39,941千円

関係会社業務受託料 20,100千円

為替差益 123,260千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 53,208千円

社債利息 10,201千円

社債発行費償却 16,091千円

支払手数料 16,869千円

支払利息      79,176千円

社債利息       12,366千円

社債発行費償却       6,025千円

為替差損       8,384千円

支払利息 108,625千円

社債利息 21,260千円

社債発行費償却 32,183千円

※３．　　　　───── ※３．　　　　───── ※３．特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売却益 11,670千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの

建物除却損 10,287千円

器具備品除却損 347千円

関係会社株式評価損 9,144千円

事業所閉鎖費用 5,428千円

建物除却損 121,957千円

構築物除却損 38,186千円

器具備品除却損 5,767千円

関係会社株式評価損 35,215千円

事業所閉鎖費用 5,500千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額

有形固定資産 309,356千円

無形固定資産 2,086千円

有形固定資産 463,061千円

無形固定資産 3,009千円

有形固定資産 654,626千円

無形固定資産 4,662千円

※６．当中間会計期間における税金費用につい

ては、簡便法による税効果会計を適用し

ているため、法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて表示してお

ります。

※６．　　　　　　同左 ※６．　　　　─────

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日）

  該当事項はありません。

①　リース取引

EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 237,525円55銭

１株当たり中間純利

益金額
23,421円48銭

１株当たり純資産額 102,726円24銭

１株当たり中間純利

益金額
11,303円15銭

１株当たり純資産額 280,026円63銭

１株当たり当期純利

益金額
65,922円56銭

　潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　

当社は、平成18年２月17日付で株式

１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資

産額

１株当たり純資

産額

79,175円18銭 93,342円21銭

１株当たり中間

純利益金額

１株当たり当期

純利益金額

7,807円16銭 21,974円19銭

  

潜在株式調整

後１株当たり中

間純利益金額に

ついては、潜在

株式がないため

記載しておりま

せん。

潜在株式調整

後１株当たり当

期純利益金額に

ついては、潜在

株式がないため

記載しておりま

せん。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

純資産の部の合計額（千円） － 4,191,230 －

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産

額（千円）
－ 4,191,230 －

中間期末（期末）の普通株式の数（株） － 40,800 －

－ 42 －



　（注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

中間（当期）純利益（千円） 318,532 461,168 896,546

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
318,532 461,168 896,546

期中平均株式数（株） 13,600 40,800 13,600
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日）

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

────── ────── 当社は、平成17年９月20日開催

の取締役会において、株式の分割

に関し次のとおり決議しておりま

す。

① 分割により増加する株式数

　 普通株式 27,200株

② 分割の方法

平成17年12月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載

された株主の所有株式数を、

１株につき３株の割合をもっ

て分割します。

③ 効力発生日・新株式交付日

平成18年２月17日

④ 配当起算日

平成18年１月１日

 

上記株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報及び当期首

に行われたと仮定した場合の当事

業年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなりま

す。  

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資

産額

１株当たり純資

産額

71,368円02銭 93,342円21銭

１株当たり当期

純利益金額

１株当たり当期

純利益金額

18,758円11銭 21,974円19銭

  

　潜在株式調整

後１株当たり当

期純利益金額に

ついては、潜在

株式がないため

記載しておりま

せん。

同左
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